
（単位：千円）

科　　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　　目 金　　　　額

〔資　産　の　部〕 〔負　債　の　部〕

現金及び預金 249,491 支払手形 294,862
受取手形 55,656 買掛金 210,496
売掛金 234,609 短期借入金 200,000
棚卸資産 472,187 未払法人税等 18,192
その他 24,538 未払消費税等 13

流動資産計 1,036,483 賞与引当金 10,220
その他 44,674

建物及び構築物 96,431 流動負債計 778,459
機械装置及び運搬具 92,148
土地 1,616
その他 14,338 退職給与引当金 37,890

(有形固定資産計) 204,535 その他 3,687
固定負債計 41,578

その他 6,099 負債合計 820,037
(無形固定資産計) 6,099

〔純 資 産 の 部〕

投資有価証券 13,688 資本金 48,000
長期貸付金 1,356 利益剰余金 403,666
繰延税金資産 11,484 利益準備金 13,075
その他 2,126 別途積立金 150,000

(投資その他の資産計) 28,654 その他利益剰余金 240,591
(当期純利益) (37,551)

固定資産計 239,289 (株主資本計) 451,666
その他有価証券評価差額金 4,068

(評価・換算差額計) 4,068
純資産合計 455,735

資産合計 1,275,773 負債・純資産合計 1,275,773
(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表

（2021年12月31日現在）



個別注記事項

１．重要な会計方針に係る事項

（１）有価証券の評価基準および評価方法

満期保有目的の債権　　　 償却原価法（定額法）

その他有価証券　　　　　　 時価のあるもの …　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し売却原価は移動平均法に

より算定しております。）

時価のないもの …　移動平均法による原価法

（２）たな卸資産の評価基準および評価方法　

製品および仕掛品 …　総平均法による原価法

原材料　　　　　　　 …　総平均法による原価法

（３）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）　　　　

建物及び機械装置　　　 …　定額法

ただし、平成10年3月31日以前に取得した建物については定率法を採用しております。

建物付属及び構築物　　　 …　定額法

ただし、平成28年3月31日以前に取得したものについては定率法を採用しております。

工具器具備品、車両運搬具 …　定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10年　～　38年

機械装置及び器具工具  5年　～　 8年

無形固定資産（リース資産を除く）　　　　　　　　　　　　　　            …　定額法

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を０とする定額法

（４）引当金の計上基準

賞与引当金　　　　 従業員賞与の支給に備えるため、支給対象期間に応じた見込額を限度として計上して

おります。

退職給付引当金　　 従業員の退職給付に備えて、当社退職金規定に基づく期末現在の自己都合退職金要

支給額を累積限度として計上しております。

（５）消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（６）その他

受取手形 期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日

に決済が行われたものとして処理しております。

受取手形　　2,142,481円
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